判例研究：猿払事件
080410　金山，山本

１．はじめに

　本発表では，いわゆる猿払事件についての報告を行う。時間の関係上，猿払事件において問題となった諸論点のうち，いわゆる委任立法の限界および憲法訴訟論にいう適用違憲・法令違憲についての各論点には触れることは出来ない（が一応載せてある）。ただ，最高裁判決反対意見のように，委任立法の限界を超えるので違憲である，という論法も充分に取りうるのであって，また，1審および原審判決のように適用違憲判決が下されている以上，本来，これらの論点の検討も行わなければならないのではあるが，これは日を改めたい
。

　以下では，事実の概要と参考法令（２．），下級審判決（３．），最高裁判決（４．），各判決に対する学説の評価（５．），発表担当者の所感（６．），参考文献（７．）の順に，それぞれを簡潔に紹介してゆく。

２．事実の概要および参考法令
（１）事実の概要

　猿払事件とは，概略次のような事件である。北海道の寒村・猿払村の郵便局に勤める郵政事務官であって猿払地区労組協議会事務局長を勤めていた被告人Xは，1967〔昭和42〕年1月8日（日曜日）告示の第31回衆議院議員選挙に際し，同地区労協での決定に従い日本社会党を支持する目的を持って，①同年1月8日（日曜日）午後0時30分ごろ政治的目的を有する社会党公認候補者の選挙用ポスター6枚を猿払村に設置された6箇所の公営掲示場に設置し，②同月7日（土曜日）午前9時ごろ同村のXの勤める郵便局内において，同ポスター約8～80枚を同村居住のA，B，C，Dに対し，その掲示を依頼して郵送配布ないし配布したというものである。このXの行為が，国家公務員法102条，人事院規則14-7に反するものとされ，同法110条1項19号違反であるとして，Xは訴えられた。
（２）参考法令
１）国家公務員法

・82条「職員が，次の各号のいずれかに該当する場合においては，これに対し懲戒処分として，免職，停職，減給又は戒告の処分をすることができる。」

　1号「この法律若しくは国家公務員倫理法又はこれらの法律に基づく命令（略）に違反した場合」。
・102条1項「職員は，政党又は政治的目的のために，寄付金その他の利益を求め，若しくは受領し，又は何らの方法を以てするを問わず，これらの行為に関与し，あるいは選挙権の行使を除く外，人事院規則で定める政治的行為をしてはならない。」

・110条1項「次の各号のいずれかに該当する者は、3年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。」同19号「第102条第1項に規定する政治的行為の制限に違反した者」。

２）人事院規則14-7

・別紙参照のこと。

３．下級審判決

（１）第1審判決：旭川地判1968〔昭和43〕.3.25，判時14号20頁。

１）事実について
「被告人は北海道宗谷郡猿払村字鬼志別所在，鬼志別郵便局に勤務する郵政事務官であり」，また被告人は非管理職の職員であって，その職務内容は「通達等により規制されていて全く裁量の余地がない」。さらに，「本件各所為はいずれも勤務時間外にその職務を利用することなくして行われたものである」。
２）公務員の政治活動の制約の程度について

「憲法21条1項の保障する表現の自由に由来する政治活動を行う国民の権利は，立法その他国政の上で最大の尊重を必要とする国民の基本的人権の中でも最も重要な権利の一であると解されるが，右の自由と絶対無制限のものではないばかりでなく，全体の奉仕者であつて一部の奉仕者でない国家公務員の身分を取得することにより，ある程度の制約を受けざるを得ないことは論をまたないところであるが，政治活動を行う国民の権利の民主主義社会における重要性を考えれば国家公務員の政治活動の制約の程度は，必要最小限度のものでなければならない。」

３）人事院規則14-7の規制の概観
　「公務員中国の政策決定を密着した職務を担当する者，直接公権力の行使にあたる者，行政上の裁量権を保有する者および自分自身には裁量権はないが，以上のような職務の公務員を補佐し，いわゆる行政過程に関与する非現業の職員については，これら公務員が一党一派に偏した活動を行うことにより，これがその職務執行に影響し，公務の公正な運営が害され，ひいては行政事務の継続性，安定性およびその能率が害されるに至る虞が強いことはいうをまたない」。他方，「行政過程に全く関与せず且つその業務内容が細目迄具体的に定められているため機械的労務を提供するにすぎない非管理職にある現業公務員が政治活動をする場合，それが職務の公正な運営，行政事務の継続性，安定性およびその能率を害する程度は，右の場合に比し，より少ないと思料される」。
　この点，現業公務員であってもその職務の能率，公務の中立性についての国民の信頼，公務の公正について影響を及ぼさないとはいえない行為については，国は合憲的に規制できるところ，人事院規則14-7の6項12号，6項1号，6項2号，6項1号ないし17号については，憲法に違反しない。
　人事院規則14-7の6項13号については，同号規定の行為を「行政過程に関与する公務員が行う場合，その活動は，職務の中立性が害され，ひいては公務の継続性，安定性および能率が阻害されるに至る政治活動」といわなければならず，それゆえ国公法102条および同号が禁止しているのであるが，「行政過程に全く関与せず，かつその業務内容が細目迄具体的に定められているため機械的労務を提供するにすぎない現業公務員が，勤務時間外の施設を利用することなく，かつ職務を利用し若しくはその公正を害する意図なしに行つた場合，の弊害は著しく小さいものであると云わざるを得ない。」
４）人事院規則14-7の6項13号および同号違反のペナルティについて

　「国公法82条は，同法に違反した場合懲戒処分を科し得ることを定めており，同法102条1項違反の行為については免職停職減給又は戒告の処分をなし得るものである。国公法102条1項違反の所為についての制裁として，右の懲戒処分の制裁に加え，同法110条は，その1項19号において同法102条1項所定の政治行為の制限に違反した者に対し3年以下の懲役又は10万円以下の罰金を法定している。……法がある行為を禁じその禁止によつて国民の憲法上の権利にある程度の制約が加えられる場合，その禁止行為に違反した場合に加えられるべき制裁は，法目的を達成するに必要最小限度のものでなければならないと解される。法の定めている制裁方法よりも，より狭い範囲の制裁方法があり，これによつてもひとしく法目的を達成することができる場合には，法の定めている広い制裁方法は法目的達成の必要最小限度を超えたものとして，違憲となる場合がある。」
　「国の政策決定に関与する高級公務員等が勤務時間中に組織的に反政府的政治活動を行い，これが国の行政の能率的運営に重大な影響を及ぼすことがある場合を考えれば，右政治活動に対し82条の懲役処分の制裁に止まらず，110条の刑事罰を科することも合理的と考えられる場合もないではないのであるが，すべての公務員につき懲戒処分の定めに加えて，右のように決して軽くない刑事罰を科される旨定めることが，法目的を達成する上に合理的であると一概に云うことはできない。」
　「非管理者である現業公務員でその職務内容が機械的労務の提供に止まるものが勤務時間に国の施設を利用することなく，かつ職務を利用し，若しくはその公正を害する意図なしで人事院規則14-7、6項13号の行為を行う場合，その弊害は著しく小さいものと考えられるのであり，このような行為自身が規制できるかどうか，或いはその規制違反に対し懲戒処分の制裁を課し得るかどうかはともかくとして，国公法82条の懲戒処分ができる旨の規定に加え，3年以下の懲役又は10万円以下の罰金という刑事罰を加えることができる旨を法定することは，行為に対する制裁としては相当性を欠き，合理的にして必要最小限の域を超えているものといわなければならない。」

　また，「公共企業体等労働関係法の適用を受ける職員がする行為につき，……国公法110条1項19号の刑事罰を科することは，……ひいては公労法の適用を受ける労働組合の表現の自由を間接に制約するに至るものである」。
５）あてはめ

　「従つて，非管理職である現業公務員で，その職務内容が機械的労務の提供に止まるものが，勤務時間外に，国の施設を利用することなく，かつ職務を利用し，若しくはその公正を害する意図なしで行つた人事院規則14-7，6項13号の行為で且つ労働組合活動の一環として行われたと認められる所為に刑事罰を加えることをその適用の範囲内に予定している国公法110条1項19号は，このような行為に適用される限度において，行為に対する制裁としては，合理的にして必要最小限の域を超えたものと断ぜざるを得ない。」

　「同号は同法102条1項に規定する政治的行為の制限に違反した者という文字を使つており，制限解釈を加える余地は全く存しないのみならず，同法102条1項をうけている人事院規則14-7は，全ての一般職に属する職員にこの規定の適用があることを明示している以上，当裁判所としては，本件被告人の所為に，国公法110条1項19号が適用される限度において，同号が憲法21条および31条に違反するもので，これを被告人に適用することができない」。
（２）原審：札幌高判1969〔昭和44〕.6.24，判時560号30頁。
１）事実について
・被告人の職務内容は裁量の余地なき機械的労務の提供にとどまらない？

→「被告人の担当した職務権限はまことに裁量の余地なき機械的事務に過ぎなかったと認められる」。

・ポスターをCに配布（「依頼して掲示」）したのは「国の施設を利用し且つ職務を利用したもの」である？

→「所論は原判決中の『施設の利用』とか『職務の利用』とかいうそれら辞句の判文に占める意味を誤解したものといわざるをえない」。
・被告人は禁止されている「政治的行為」と知って本件行為を行った？
→確かにその通りであるが，「所論は原判決の説示における『公正を害する意図』の意義を誤解した議論」である。

２）憲法解釈について

・一律に政治的行為の規制をするかどうかは，その規制が著しく不合理で憲法に違反することが明白でないかぎり，立法政策上の問題である？

→「公務員の職種ないし階層の如何により、政治活動の如何なる態様のものについてどれほどの範囲にわたり、如何なる程度種類の制裁を予定して制約を科するかは、まずもって立法府の合理的裁量の領域に属するものというべきである」。にもかかわらず，原判決が，「合理性の基準」ではなく「同じ目的を達成できる，より制限的でない他の選びうる手段」という基準に準拠したのは，「凡そ民主政はその自らの政治過程の裡に前記の如き柔軟な復元機能を喪うことなく保持する限りにおいて生存しうるという意味において，言論の自由ないし政治活動の自由こそがまさに民主政の中核としてその死命を制する根本原理というべきであるから，如何なる理由原因によるにせよひとたび右の自由が制約されるにおいてはそれ丈右の復元機能は柔軟性を喪い，民主主義政治過程に本質的な是正修復の方途を喪い果は麻痺硬塞という事態を招来することもありうるという重要性の故に，言論の自由ないし政治活動の自由をめぐる司法審査については立法府の広汎な裁量を前提とする合理性の基準は必ずしも適切でないとの配慮に基くと理解されるのである。原判決がかかる思考方法に立脚して，国家公務員法第102条，人事院規則14-7，同法第110条第1項第19号をめぐる具体的詳細な立法事実を検討したうえ，被告人の本件所為の如きにまで3年以下の懲役又は10万円以下の罰金という刑事罰を加えることを予定することは必要最小限の域を超えるものと評価し，国家公務員法第110条第1項第19号が本件所為に適用される限度において憲法第21条および第31条に違反するから適用することができないと判断したのは，まことに相当ということができる」。
４．最高裁判決：最大判1974〔昭和49〕.11.6，判時757号30頁。
　以下は，判決文原文があることを想定し，抜粋にとどめる。

（１）法廷意見
１）憲法21条と公務員の政治的行為禁止が許容される程度
「公務員の政治的中立性を損うおそれのある公務員の政治的行為を禁止することは，それが合理的で必要やむをえない限度にとどまるものである限り，憲法の許容するところである」。
２）「合理的で必要やむをえない限度にとどまるもの」かどうかの判断基準

　「国公法102条1項及び規則による公務員に対する政治的行為の禁止が右の合理的で必やむをえない限度にとどまるものか否かを判断するにあたつては，禁止の目的，この目的と禁止される政治的行為との関連性，政治的行為を禁止することにより得られる利益と禁止することにより失われる利益との均衡の三点から検討することが必要である」。
３）あてはめ

本件行為は，「特定の政党を支持する政治的目的を有する文書を掲示し又は配布する行為であつて，政治的偏向の強い行動類型に属するものにほかならず，政治的行為の中でも，公務員の政治的中立性の維持を損うおそれが強いと認められるものであり，政治的行為の禁止目的との問に合理的な関連性をもつものであることは明白である。また，その行為の禁止は，もとよりそれに内包される意見表明そのものの制約をねらいとしたものではなく，行動のもたらす弊害の防止をねらいとしたものであつて，国民全体の共同利益を擁護するためのものであるから，その禁止により得られる利益とこれにより失われる利益との間に均衡を失するところがあるものとは，認められない。したがつて，国公法102条1項及び規則5項3号，6項13号は，合理的で必要やむをえない限度を超えるものとは認められず，憲法21条に違反するものということはできない」。
４）1審，原審への批判

・原判決が「本件被告人の職務内容が裁量の余地のない機械的業務であることを理由として，禁止違反による弊害が小さいものであるとしている点も，有機的統一体として機能している行政組織における公務の全体の中立性が問題とされるべきものである以上，失当である」。

５）罰則の合憲性

「〔公務員の政治的行為〕の禁止に違反して国民全体の共同利益を損う行為に出る公務員に対する制裁として刑罰をもつて臨むことを必要とするか否かは」，「立法政策の問題」であって，禁止が表現の自由に対する合理的で必要やむをえない制限であり，かつ，刑罰を違憲とする特別の事情がない限り，「立法機関の裁量により決定されたところのものは，尊重されなければならない」。

　そして，国公法が罰則を設けたことについて，「その保護法益の重要性にかんがみるときは，罰則制定の要否及び法定刑についての立法機関の決定がその裁量の範囲を著しく逸脱しているものであるとは認められない。特に，本件において問題とされる規則5項3号，6項13号の政治的行為は，特定の政党を支持する政治的目的を有する文書の掲示又は配布であつて，前述したとおり，政治的行為の中でも党派的偏向の強い行動類型に属するものであり，公務員の政治的中立性を損うおそれが大きく，このような違法性の強い行為に対して国公法の定める程度の刑罰を法定したとしても，決して不合理とはいえず，したがつて，右の罰則が憲法31条に違反するものということはできない」。

６）懲戒処分と刑事罰との関係
「懲戒処分と刑罰とは，その目的，性質，効果を異にする別個の制裁なのであるから，前者と後者を同列に置いて比較し，司法判断によつて前者をもつてより制限的でない他の選びうる手段であると軽々に断定することは，相当ではないというべきである」。
７）委任立法について

　国公法102条1項は，「それが同法82条による懲戒処分及び同法110条1項19号による刑罰の対象となる政治的行為の定めを一様に委任するものであるからといつて，そのことの故に，憲法の許容する委任の限度を超えることになるものではない」。

８）適用違憲と法令違憲

　「右各判決は，また，被告人の本件行為につき罰則を適用する限度においてという限定を付して右罰則を違憲と判断するのであるが，これは，法令が当然に適用を予定している場合の一部につきその適用を違憲と判断するものであつて，ひつきょう法令の一部を違憲とするにひとし」い。

９）結論

　「被告人の本件行為に対し適用されるべき国公法110条1項19号の罰則は，憲法21条，31条に違反するものではなく，また，第1審判決及び原判決の判示する事実関係のもとにおいて，右罰則を被告人の右行為に適用することも，憲法の右各法条に違反するものではない」。

（２）反対意見

１）公務員の政治的中立と政治活動の自由の比較衡量の手法
　「ひとしく公務員といつても，それが属する行政主体の事業の内容及び性質，その中における公務員の地位，職務の内容及び性質は多種多様であり，またそれらの公務員が行う政治活動の種類，性質，態様，規模，程度も区々であつて，これらの多様性に応じ，公務員の特定の政治活動が行政の中立性に及ぼす影響の性質及び程度，並びにその禁止が公務員の個人的基本権としての政治活動の自由に対して及ぼす侵害の意義，性質，程度及び重要性にも大きな相違が存する」ので，公務員の個人的基本権としての政治活動の自由と行政の中立性の要請という二つの法益ないしは要求の間に調整を施すにあたっては，「右に述べた相違を考慮し，より具体的，個別的に両法益の相互的比重を吟味検討し，真に行政の中立性保持の利益の前に公務員の政治活動の自由が退かなければならない場合，かつ，その限度においてのみこれを制限するとの態度がとられなければならない。のみならず，ひとり制限されるべき政治活動の範囲及び内容ばかりでなく，制限の方法，態様においてもその性質，効果を異にするのであるから，この点もまた，右の問題を解決するうえにおいて重要な要素であることを失わない」。
２）公務員の政治的行為の制限の限度
　「成績制公務員制度が憲法の精神に適合するものであり，かかる制度の要請する公務員の政治的中立性の保持が憲法上是認される目的に基づくものである以上，たとえ政治活動の自由が憲法における最も重要な個人的基本権であるとしても，自らの意思に基づいて国との間に公務員関係という一定の法律関係に入る者に対し，かかる法律関係の一内容として，前記の目的を達するために必要かつ相当であると合理的に認められる範囲において右権利に対する制約を加えることは，憲法上許される」。
３）懲戒処分について
　「国公法102条における政治的行為の禁止は，その違反に対し公務員関係上の義務違反に対する制裁としての懲戒によつて強制されるべき義務を設定するものであるかぎりにおいては，右の基準に照らしてその合憲性を決定すべく，この基準に適合するかぎり，これを違憲とする理由はない」。

４）刑事罰について

　「究極的には当事者の合意に基づいて成立する公務員関係上の権利義務として公務員の政治活動の自由に課せられる法的制限と，一般統治権に基づき刑罰の制裁をもつて課せられるかかる自由の制限とは，その目的，根拠，性質及び効果を全く異にするのであり，このことにこそ民事責任と刑事責任との分化と各その発展が見られるのである。したがつてまた，右両種の制限が憲法上是認されるかどうかについても，おのずから別個に考察，論定されなければならないのであつて，公務員が公務外において一市民としてする政治活動を刑罰の制裁をもつて制限，禁止しうる範囲は，一般に国が一定の統治目的のために，国民の政治活動を刑罰の制裁をもつて制限，禁止する場合について適用される憲法上の基準と原理とによつて，決せられなければならないのである。
　右の見地に立つて考えると，刑罰の制裁をもつてする公務員の政治活動の自由の制限が憲法上是認されるのは，禁止される政治的行為が，単に行政の中立性保持の目的のために設けられた公務員関係上の義務に違反するというだけでは足りず，公務員の職務活動そのものをわい曲する顕著な危険を生じさせる場合，公務員制度の維持，運営そのものを積極的に阻害し，内部的手段のみでこれを防止し難い場合，民主的政治過程そのものを不当にゆがめるような性質のものである場合等，それ自体において直接，国家的又は社会的利益に重大な侵害をもたらし，又はもたらす危険があり，刑罰によるその禁圧が要請される場合に限られなければならない。

　更に，個人の政治活動の自由が憲法上極めて重大な権利であることにかんがみるときは，一般統治権に基づく刑罰の制裁をもつてするその制限は，これによつて影響を受ける政治的自由の利益に明らかに優越する重大な国家的，社会的利益を守るために真にやむをえない場合で，かつ，その内容が真に必要やむをえない最小限の範囲にとどまるかぎりにおいてのみ，憲法上容認されるものというべきである」。

５）あてはめ：規則6項13号

　「以上の基準に照らすときは，例えば，本件において問題とされている規則6項13号による文書の発行，配布，著作等は，政治活動の中でも最も基礎的かつ中核的な政治的意見の表明それ自体であり，これを意見表明の側面と行動の側面とに区別することはできず，その禁止は，政治的意見の表明それ自体に対する制約であるのみならず，これを政治的目的についての同規則5項，特に同項3号ないし6号の広範かつ著しく抽象的な定義と併せ読むときは，右の意見表明に所定の形態で関与する行為につき，その者の職種，地位，その所属する行政主体の業務の性質等，その具体的な関与の目的，関与の内容及び態様のいかん並びに前後の事情等に照らし，その行為が行政の政治的中立性の保持等の国家的，社会的利益に対していかなる現実的，直接的な侵害を加え，ないしはいかなる程度においてその危険を生じさせるかを一切問うことなく，単に行為者が公務員たる身分を有するというだけの理由で，包括的，一般的な禁止を施しているものであり，公務員に対し，実際上あまねく国の政策に関する批判や提言等の政治上の意見表明の機会を封ずるに近く，公務員関係上の義務の設定として合理的規制ということができるかどうかは別論として，少くとも刑罰を伴う禁止規定としては，公務員の政治的言論の自由に対する過度に広範な制限として，それ自体憲法に違反するとされてもやむをえないといわなければならない」。

５．各判決に対する学説の評価
　ここでは，概観を述べるにとどめる。
（１）1審判決・原判決に対して

・結論自体は，評価された。適用違憲という手法，LRA基準の用いられ方について疑問点あり。
（２）最高裁判決（法廷意見）に対して

１）「中立性」について
・「公務員の政治的中立性」，「行政の中立的運営」，「国民の信頼」，「国民全体の重要な利益」，「有機的統一体として機能している行政組織における公務の全体の中立性」に対する批判が多い。公務員に対し「国への『全人格的な服従』と忠誠」を要求しているという批判。 
２）「基準」について

・いわゆる合理的関連性の基準について，批判が集中。抽象的観念的な関連性だけで規制を号献花するべきでは区，具体的個別的に規制と目的との関連性を検討すべし，と。そして，LRA基準を採用するべきであるという主張が有力。
・比較衡量についても，矮小化された公務員政治的行為の自由と「国民全体の共同利益」を比較したところで後者が勝つのは当然で，形骸化された比較衡量であるという批判が多い。

３）「間接的・付随的制約論」について

・反対意見も主張するように，弊害防止のために間接的付随的に政治的行為が規制されているのではなく，政治的行為（表現）に対する直接的規制であると考えるべきであるという批判が多い。
４）「刑罰」について

・いわゆる違法性一元論（「民法」上の「違法」も「刑法」上の「違法」も，同じ「違法」として扱う）の影響が強いものと思われる。そしてそれに「違法性の強い行動類型」だから，懲戒でなく刑罰も当然という態度をとっていることについて，批判が強い。懲戒も刑罰も国公法上の制度である以上，懲戒処分と刑罰規定適用の差異が，反対意見の述べるとおり，あるはずであると。
６．発表担当者の所感

（１）
（２）山本の所感

・1審判決は極めて読解が困難。多分に示唆に富む。ただ，懲戒と刑罰を単純に比較していると読み取れるような判旨には，最高裁法廷意見のような批判があてはまろう（しかし，同反対意見は法廷意見に対しさらなる反論を試みている）。また，適用違憲という手法が適切であったかどうかも疑問。法廷意見の指摘する通り，事実上法令違憲判決に等しいと思われる。
・原判決の1審判決の理解はそれでよいのかという気もしないでもないが，民主政の過程に重きをおく理解をしていることは，それ自体としては妥当な考え方ではなかろうか。

・最高裁法廷意見であるが，公務員の人権制約の根拠の重要なものとなっている「中立性」というキーワードが，判示が進むにつれどんどん肥大化，膨張し，意味内容をどんどん拡張している点は，批判されてしかるべきであろう。「損うおそれ」で人権制限が可能とするのは，疑問。

・「合理的で必要やむをえない」と自ら判示しておきながら，「必要」かどうかの検討がなされていない。
・「間接的付随的」なものではなかろう。反対意見のように，直接規制と考えるべきであろう。

・違憲審査基準（論）については，特にコメントはない。言い尽くされている感あり。
・刑罰が国権の中で一番峻烈な制裁であるとしつつ，しかし，公務員の政治的行為の規制に対し刑罰を定めることについて充分な論証もなく国会の立法裁量を「著しく不合理」ではないとしている点も疑問である。
・最高裁反対意見であるが，「成績制公務員制度」の維持という判示は極めて示唆に富むものと思われる。いわゆる「法制度保障」論の適用可能性を含め，今後の検討課題である。

７．参考文献

本事件についての文献は，極めて多岐にわたる。概観を与えるものとして，芦部信喜「猿払事件」同『人権と憲法訴訟』（有斐閣，1995）315頁以下。文献を網羅的に掲げるのは，最高裁判決の調査官解説である，香城敏麿「政治的行為の規制に関する最高裁猿払事件」同『憲法解釈の法理』（信山社，2004）56頁以下（初出，『最高裁判所判例解説　刑事篇』昭和49年度156頁）。これらに掲げられた文献を参照のこと。

その他，野坂泰司「国家公務員の政治活動の自由」法教331号（200），奥平康弘『表現の自由Ⅲ』（東京大学出版会，1984）第4部，安念潤司「政治的意見の表明の自由　公務員の人権（1）」法教213号（1998），岩切紀史「公務員の人権」安西文雄他『憲法学の現代的論点』（有斐閣，2006），君塚正臣「適用違憲『原則』について―猿払事件を端緒とする再検討」横浜国際経済法学15巻1号（2006），岡田正則「公務員の政治的行為に対する罰則適用の意義と限界」早稲田法学81巻3号（2006）などを参照。
以上
� いつになるかは，今のところ未定である。


� 以下では，便宜のため筆者が項目を分けた。以下，圏点はすべて筆者による。


� いろいろ書き溜めているものがあるので（もはやゼミで配れるような量ではなくなっている），それらについて，後日，まとめ直した上でどこかに発表したいと考えている。
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